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本研究では，災害による間接的被害の波及過程における産業集積の負の効果を明示的に考慮した分析枠組み
を構築し，交通インフラの防災・減災投資が産業立地構造や社会厚生に及ぼす影響について分析する．また，災
害リスクと集積の経済性を同時に考慮した，交通基盤整備による「幅広い」便益の計測について検討を行う．
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1. はじめに

我が国土は高い自然災害リスクに晒されており，首
都直下地震や南海トラフ地震など，大都市や産業集積
地を襲う大規模な自然災害が近い将来に高い確率で発
生することが予想されている．災害によって生じる被
害とその波及は，災害発生前の産業立地構造と独立で
はあり得ず，社会経済活動の中枢である大都市圏が壊
滅的な被害を受けた場合，その影響は広く他の地域へ
と波及し，莫大な経済的損失が生じるであろう．政府
はこうした事態に備えるべく，東日本大震災の経験を
踏まえて 2014年に策定した国土強靭化基本計画 1) に
おいて，施策分野ごと及び最悪の事態を回避するプロ
グラムごとに推進方針を示すとともに，毎年策定する
アクションプランに従って施策・プログラムの着実な
推進を図っている．交通・物流分野では，基幹的陸上海
上交通ネットワークの機能停止を回避するための交通
施設の災害対応力を強化する対策群が全体で 15ある重
点プログラムの 1 つに位置付けられている．具体的な
施策として，交通施設の耐震化やBCPの策定促進に加
えて，災害時における輸送モード相互の連携・代替性
の確保による複軸の交通ネットワークの構築に向けた
高速道路ネットワーク及び新幹線ネットワークの着実
な整備等の推進が挙げられている．

災害による経済的被害や防災投資効果の波及構造に
ついては，防災計画分野において研究蓄積があるもの
の，集積の経済の存在を明示的に考慮した分析は限ら
れる．著者らは，先行する研究 2)において，被災によ
る企業の撤退を明示的に考慮した産業集積モデルを提
案し，数値計算を通じて，均衡における産業立地構造

が過剰集積となり災害に対して脆弱であること，交通
インフラの減災施策が期待社会的厚生を改善するもの
の，必ずしも災害脆弱性の低減に寄与するとは限らな
いことを明らかにした．本研究では，この分析枠組み
を基本的に踏襲した上で，モデルの解析を進めるとと
もに，交通インフラの減災投資による「幅広い」便益
の計測について検討する．

2. 基本的な考え方

(1) 産業集積と災害リスク
災害ハザードに直面する地域へ産業の集積が進めば，

一度に多くの企業が被災することによって直接的被害
が増加する．加えて，交通インフラの損壊や企業の操
業停止の影響により，サプライチェーンを含む産業の
生産機能が大幅に低下し，間接的被害が拡大する可能
性がある．阪神淡路大震災の被災企業データを用いた
実証分析 3)によれば，産業集積地域の企業は災害に弱
く，１つの企業の崩壊が地域全体・産業集積全体の崩壊
へとつながる恐れが指摘されている．すなわち，災害
リスクを抱える地域への企業集積は，平常時には集積
の経済として正の外部効果をもたらす一方で，災害時
には負の外部効果として作用する．均衡における産業
立地構造は，企業が享受する集積の経済と不経済の大
小関係によって決まり，後者が卓越した場合，均衡立
地構造は過剰集積となる．
交通インフラの減災対策は，災害生起時の被害軽減

や早期復旧に資するだけではなく，企業の立地変更を
促し，長期的には産業集積構造へ変化を及ぼす．施策
によって産業立地が分散化するか，あるいは，さらに
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集積するかは定かではなく，災害リスクと集積の経済
性との関係に依存する．施策による効果を正しく把握・
評価するためには，両者を明示的に考慮できる理論的
枠組みが必要となる．

(2) 交通インフラ投資の「幅広い」便益
交通インフラ投資の効果計測には，費用便益分析が広

く用いられる．伝統的な費用便益分析では，直接効果と
して走行時間短縮便益，走行経費減少便益，交通事故減
少便益のいわゆる 3便益のみを計測する．価格体系に歪
みのない最善 (first best)経済においては，間接効果は
相殺されるため，便益の二重計算を防ぐためにも直接効
果のみを計測することが理論的に正当化される．一方，
価格体系に歪みの存在する次善経済においては，各市
場で生じる死荷重損失の変化を便益（ないしは，不便
益）として足し引きする必要がある．Venables(2004)4)

は，交通インフラ投資が集積の外部性を高め，効果的
な都市密度の上昇が生産性の向上につながることを示
した．さらに，交通インフラ投資がもたらす集積の経
済効果は「幅広い」便益とみなすことができ，一般的
な費用便益分析ではとらえることのできない便益であ
ると主張している．Kanemoto(2013)5)は，差別化財は
地域間の交易が不可能であるという仮定の下で，中間
財生産を集積の経済の要因とする多地域次善経済モデ
ルを構築し，交通インフラ投資による社会的余剰の変
化を Harberger(1964)6) の式を用いて整理した．また，
Kidokoro(2015)7) は，地域間交易不可能な差別化財の
需要が交通需要を生むという仮定の下で，差別化財消
費とそれに伴う交通サービス消費を集積の経済の要因
とする 2地域次善経済モデルを構築した．その上で，交
通インフラ投資による社会的余剰の変化を，交通サー
ビスによる消費者余剰，差別化財による消費者余剰，差
別化財のバラエティによる消費者余剰，労働者余剰，生
産者余剰，交通サービス企業の利潤と交通インフラ整
備費用に分けて整理している．
近年になって，交通インフラ投資がもたらす集積の経

済効果などを「幅広い」便益として計測する試みが英国
で始まっている．Department for Transportは，従来の
事業評価では反映されなかった広義の経済便益として，
(i)集積の経済，(ii)競争促進効果，(iii)不完全競争市
場における生産拡大効果，(iv)雇用改善に伴う経済便益
の 4つを挙げ 8)，ロンドンのクロスレール (Crossrail)

プロジェクトによる広義の経済便益としてこれらを実
際に計測している．このように，交通インフラ投資の
「幅広い」便益の計測は，研究，実務の両面において重
要な課題と位置付けられている．
本研究では，災害リスクと集積の経済が同時に存在

する状況下における防災・減災施策の便益評価に向け

て，これまでに得られている知見の体系化および再構
築を行う．

3. モデル

(1) モデルの枠組み
本研究では，Martin and Rogers (1995)9)により考案
された，生産要素として地域間を移動可能な資本 (foot-

loose capital)を含む NEGモデルに災害リスクを組み
込んだ分析枠組みを構築する．いま，交通リンクによっ
て結ばれる 2地域が存在する．そのうち，一方は災害リ
スクに晒されている危険地域 r(risky area)であり，もう
一方は安全地域 s(safety area)であるとする．地域 rに
おいて災害が生起する確率を θで表す．これより，経済
は，災害が生起していない平常状態 ξ = u(usuality)と
地域 rにおいて災害が生起した被災状態 ξ = d(disaster)

の 2つの状態をとり得る．また，2つの状態のうち，ど
ちらか一方が確定的に生起した状況を「事後」，どち
らが生起するか確率的にしかわからない状況を「事前」
と呼んで区別する．資本家は，「事後」の状況を完全に
予見した上で「事前」に投資，すなわち企業の立地選
択を行う．なお，分析の複雑化を避けるため，本分析
においては災害からの復旧過程を明示的には考慮せず，
静学的枠組みにおいて分析を行う．
経済主体として家計が存在し，労働者かつ消費者と
してふるまう．それぞれの家計は労働力と資本を 1単
位ずつ保有し，それらを非弾力的に供給するものとす
る．ここで，状態 ξ(= u, d)における地域 i(= r, s)の家
計の数を Liで表し，2地域の総人口を Lと表す．する
と，この経済には固定的に与えられた量K = Lr + Ls

の資本が供給されることになる．つまり，家計はまた，
資本家でもあると考えることができる．資本家は 1単
位の資本を期待資本レントが最大となるように地域 r

または地域 sの企業へ投資し，企業から資本レントと
して配当を受ける．これは，例えて言うならば株主配
当のようなものであり，本モデルでは企業の内部留保
は考えないため，企業の利潤から固定費用を引いたす
べてが資本レントとして資本家に支払われる．資本は
工業部門において，固定的投入要素としてのみ使用さ
れる．また，資本は「事前」において地域間を自由に
移動できるが，「事後」には地域間を移動することは不
可能であると仮定する．したがって，資本市場は 2地
域をまたいで成立している．一方，労働者は農業と工
業の部門間を自由に移動できるが，地域間を移動でき
ないので，労働市場は地域ごとに分断されている．
経済には，農業部門と工業部門の 2部門が存在する．
農業部門は，収穫一定の技術により，1単位の労働投入
で 1単位の同質な財を生産する，完全競争的な部門で
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ある．一方，工業部門は，収穫逓増の技術により，広範
囲の差別化された財を生産する独占競争的な部門であ
る．状態 ξ において地域 iの企業が差別化財を生産す
るためには，生産量とは無関係に 1単位の資本が固定
的に必要であると仮定する．
工業部門で生産される差別化財の輸送費用は，氷塊

型 (iceberg)輸送費の形をとると仮定する．1単位の財
が地域 iから地域 j へ輸送されると当初の 1単位のう
ち一部は途中で溶けて（＝輸送費として消費されて），
1/τ ξij だけが実際に到達する．すなわち，地域 jに 1単
位の財を届けるためには，地域 iにおいて τ ξij 単位の財
を生産し，発送する必要がある．これは，τ ξij の値が大
きいほど，輸送費が高いことを意味する．特に τ ξij が無
限大のとき，各地域は閉鎖経済であり，τ ξij が 1のとき
は完全な自由交易で，しかも物理的な輸送費も全くか
からない状態となる．なお地域間の輸送費用は対称で
あるとし，τ ξrs = τ ξsr = τ ξ と表す．また，地域内の交通
施設が被災する状況を想定するため，同地域内の輸送
にも費用がかかると仮定する．(τ ξii ≥ 1)

一方，農業財の輸送には費用がかからない．いま，一
般性を失うことなく，1単位の労働により 1単位の農業
財が生産されると基準化できることから，農業財の価
格 pA·ξ

i (i = r, s)は労働者の賃金wL·ξi に等しくなる．ま
た，農業財の輸送には費用がかからず，その価格はどち
らの地域でも等しいため，wL·ξr = wL·ξs という関係も明
らかである．加えて，両地域で農業部門が操業されてい
なくてはならないため，(1− µ)(Lr +Ls) > Lr を仮定
する．ここで，災害リスクが産業立地に及ぼす影響に
分析の主眼をおくため，農業部門の生産技術及び輸送
技術は災害による影響を一切受けないものと仮定する．
このとき，平常状態 ξ = uと被災状態 ξ = dにおける
農業財の価格は等しくなる．以下，単純化のため，農
業財を価値基準財とし，農業財の価格も農業部門の賃
金も 1，すなわち，pA·ξ

i = wL·ξi = 1(i = r, s, ξ = u, d)

とおく．また，農業と工業の部門間で労働移動は自由
なので，均衡では両部門の賃金が常に等しくなる．し
たがって，工業部門の賃金を wξk(k = 1, 2) とおくと，
wξ1 = wξ2 = 1が成立する．

(2) 事後的均衡
a) 家計の行動
家計は，工業部門で生産される異質財と，農業部門で
生産される同質財の消費から効用を得る．状態 ξ(= u, d)

において地域 j(= r, s)に存在する代表的家計の効用最
大化行動は，以下のように表される．

maxUξj = µ lnMξ
j +Aξj (1)

µは家計の工業の財に対する選好の強さを表す正の
定数，Aξj は農業部門で生産される農業財の消費量であ

る．Mξ
j は差別化された工業部門の財の集合に対する消

費から得られる部分効用であり，CES型を仮定する．

Mξ
j =

[∑
i=r,s

∫ nξ
i

0

mξ
ij(l)

σ−1
σ dl

] σ
σ−1

(2)

ここで，差別化財に対応するインデックスを連続変数
l，状態 ξ において地域 iで生産され地域 j で消費され
るバラエティlの需要量をmξ

ij(l)と表す．また，n
ξ
i は

地域 iで生産されるバラエティの数 (地域 iの企業数)

を表す．なお，σ(> 1)は差別化財間の代替弾力性であ
る．工業部門の企業は，1企業につき 1種類の異質財を
生産するため，経済には 2地域合わせて n(= nur + nus )

個の異質財が存在する．それぞれの家計は各種類の財
を少量ずつ消費する．なぜなら，(1)式のような効用関
数のもとでは，消費量の合計が同じであるならば，様々
な種類の財を少しずつ消費した方が効用が高くなるか
らである．つまり，家計は財の多様性を好むのである．
地域 iにおける代表的家計の予算制約は，農業財を

価値基準財として，

yξj +A
ξ
=

∑
i=r,s

∫ nξ
i

0

pξij(l)m
ξ
ij(l)dl +Aξj (3)

と表される．yξj は状態 ξ，地域 j における所得であり，
状態 ξ，地域 jにおける労働者の賃金 wξj と，状態 ξの
ときに地域 j の資本家（家計）が受け取る資本レント
R̃ξj を用いて，y

ξ
j = wξj + R̃ξj と表される．A

ξ は農業財
で計った初期賦存量，pξij(l)は地域 iで生産され地域 j

で消費されるバラエティlの価格を表す．ここで，ラグ
ランジュ関数を

L =µ lnMξ
j +Aξj + λ

(
yξj +A

ξ

−
∑
i=r,s

∫ nξ
i

0

pξij(l)m
ξ
ij(l)dl −Aξj

)
(4)

と定義すれば，差別化財の消費に関する 1階条件は以
下のようになる．

∂L
∂mξ

ij(l)
= µ

1

Mξ
j

∂M ξ
j

∂mξ
ij(l)

− λ · pξij(l) = 0 (∀l) (5)

ただし，
∂M ξ

j

∂mξ
ij(l)

=

{
Mξ
j

mξ
ij(l)

} 1
σ

(6)

(5)式を l, l′(̸= l)について整理すれば，

mξ
ij(l) =

{
pξij(l

′)

pξij(l)

}σ
mξ
ij(l

′) (7)

となり，(7)式を (2)式に代入すれば，異質財 j に対す
る需要量を異質財の消費から得られる部分効用Mξ

j を
用いて表すことができる．

mξ
ij(l

′) =
pξij(l

′)−σ

P ξj
−σ Mξ

j (8)
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ここで，P ξj は状態 ξ，地域 j における工業部門全体の
価格水準を示す価格指数である．

P ξj =

[∑
i=r,s

∫ nξ
i

0

pξij(l)
1−σdl

] 1
1−σ

(9)

価格指数 P ξj は，状態 ξにおいて地域 jの家計が差別化
財の消費数量指標を 1単位消費するために必要な費用
を表している．(8)式を (5)式に代入し，(6)式を用い
て整理すれば，

Mξ
j =

µ

P ξj
(10)

となり，これより，任意のバラエティlに対する需用量

mξ
ij(l) =

pξij(l)
−σ

P ξj
1−σ µ (11)

を得る．このとき，農業財の消費量は，以下のように
表現される．

Aξj = yξj − µ+A
ξ

(12)

状態 ξにおける地域 iの資本家（家計）の間接効用関
数は，

V ξi (λ) = yξi − µ lnP ξi (λ) + µ(lnµ− 1) (13)

= wξi + R̃ξi − µ lnP ξi (λ) + µ(lnµ− 1) (14)

である．ここで，

V ξi (λ) = Ṽ ξi (λ) + R̃ξi (15)

と表すと，資本レントを除いた間接効用関数は，

Ṽ ξi (λ) =w
ξ
i − µ lnP ξi (λ) + µ(lnµ− 1)

=1− µ · 1

1− σ
· ln

[ ∑
j=s,r

∫ nξ
j

0

pξji(l)
1−σdl

]
+ µ(lnµ− 1), (∵ wξi = 1) (16)

となる．なお，家計は保有する 1単位の資本を期待資
本レントが最大となるように地域 r または地域 sの企
業へ投資する．地域 r企業へ投資する資本割合を η で
表せば，

R̃ξi = ηRξr + (1− η)Rξs (17)

となる．ただし，Rξi は状態 ξにおいて地域 i企業の資
本レント支払額を表す．

b) 差別化財企業の行動
工業部門は，収穫逓増の技術により，広範囲の差別化

された工業財を生産する独占競争的な部門である．状
態 ξにおいて地域 iの企業が差別化財を生産するために
は，生産量とは無関係に 1単位の資本が固定的に必要
であると仮定し，地域 iでの資本レントをRξi であると
する．さらに，工業部門の異質財 1単位の生産には，c
単位の労働が必要であるとすると，限界費用は cwξ に
なる．先述のように，両地域で賃金は等しく 1なので，

限界費用は cになる．このような収穫逓増技術のもと
では，規模の経済，家計の多様性選好，ならびに供給
できる財の種類に制限がないことから，各種類の財が
唯一の地域において唯一の特化した企業によって生産
される．したがって，各状態，各地域における企業数と
供給されるバラエティの数は一致する．状態 ξ，地域 i

においてバラエティlを生産する企業 lの利潤最大化行
動は，以下のように表される．

max
pξii,p

ξ
ij

πξi (l) =(pξii(l)− τ ξiic)Lim
ξ
ii(l)

+ (pξij(l)− τ ξc)Ljm
ξ
ij(l)− F ξi −Rξi

(18)

pξii(l)は地域 iで生産され，地域 iで消費される差別化
財 lの価格，pξij(l)は地域 iで生産され，地域 j で消費
される差別化財 lの c.i.f.価格を表す．F ξi は状態 ξ，地
域 iにおける固定費用である．また，Li は，状態 ξ に
おける地域 iの家計数を表す．利潤最大化の 1階条件
より，

∂πξi (l)

∂pξii(l)
=Li ·

pξii(l)
−σ

P ξi
1−σ

× µ{(1− σ) + σ · τ ξiia · p
ξ
ii(l)

−1} = 0

∂πξi (l)

∂pξij(l)
=Lj ·

pξij(l)
−σ

P ξj
1−σ

× µ{(1− σ) + σ · τ ξa · pξij(l)
−1} = 0

である．したがって，状態 ξにおいて地域 iの企業 lが
生産する差別化財の価格は，

pξii(l) = τ ξiip, pξij(l) = τ ξp (19)

となる．ただし，p ≡ aσ/(σ−1)である．このとき，価
格指数 P ξi は次式のように表される．

P ξi =

[∫ nξ
i

0

pξii(l)
1−σdl +

∫ nξ
j

0

pξji(l)
1−σdl

] 1
1−σ

= p(ϕξin
ξ
i + ψξnξj)

1
1−σ (20)

ここで，ϕξi ≡ (τ ξii)
1−σ, ψξ ≡ (τ ξ)1−σであり，状態 ξに

おける地域 i内および地域間の交易自由度を表す．すな
わち交通インフラ投資をした場合，輸送費用は下がり，
交易自由度が上がる．上式より，消費可能な差別化財
のバラエティが増えるほど，また交易自由度が大きい
ほど，価格指数が低下することがわかる．また，自地
域で生産される差別化財のバラエティ増加は，輸送費
用の節約効果を通じて価格指数を低下させる．以上を
整理すると，状態 ξにおける地域 iの企業の利潤 πξi は，
以下のように表すことができる．

πξi =
µ

σ

(
ϕξiLi

ϕξin
ξ
i + ψξnξj

+
ψξLj

ψξnξi + ϕξjn
ξ
j

)
−F ξi −Rξi

(21)
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c) 均衡資本レント
企業の自由参入，退出を仮定し，そのため，地域 iに

おける資本レントRξi はゼロ利潤条件 (πξi = 0)より，各
地域の資本レントの均衡水準が状態毎に決定される．

Rξi =
µ

σ

(
ϕξiLi

ϕξin
ξ
i + ψξnξj

+
ψξLj

ψξnξi + ϕξjn
ξ
j

)
−F ξi (22)

(3) 被災に伴う資本の撤退
a) 被災状態の設定
本研究で扱うモデルでは，災害発生が企業へ与える

影響として，(i)被災地域 rにおける企業の生産施設の
損壊に伴う固定投入要素の発生と (ii)交通施設の損壊
に伴う輸送費用の上昇の 2つを明示的に考慮する．具
体的には，生産施設の損壊に伴う固定費用，すなわち
修繕費用 F dr (> 0)が発生すると仮定する．なお，本研
究では単純化のため，平常状態では両地域とも，被災
状態では安全地域 sにおいて固定費用はかからないも
のとし，被災状態 dに危険地域 rの企業がおかれる状
況に主眼をおく．
被災状態における地域間輸送費用を上昇率パラメー

タ ζ(> 1)を用いて τd = ζ · τuと表し，ψd < ψuの関係
が成立するものとする．一方，地域内輸送費用は簡単
化のため，平常状態では両地域とも，被災状態では安
全地域 sにおいて費用はかからず (τurr = τuss = τdss = 1，
すなわち ϕur = ϕus = ϕds = 1)，被災状態における危険
地域 r 内においてのみ費用がかかると仮定する．こち
らも同様に，τdrr > 1(すなわち，ϕdr < 1)と表す．
b) 資本の撤退条件
被災状態において，生産を継続できなくなった企業
は市場からの撤退を余儀なくされる．災害生起後（事
後）に企業は立地を変更することはできず，被災に伴
う修繕費用の発生によって企業の利潤が修繕費用を下
回った場合，企業は操業を停止し市場から撤退すると
想定する．資本家にとってみても，被災のため投下し
た資金が回収できない状態に陥った，と解釈すること
ができる．これを埋没費用 (sunk cost) という．した
がって，被災状態 d，地域 r における資本レント Rdr

は，Rdr = 0となる．いま，地域 rに立地する企業数の
シェア（以下，集積率）を λ，平常時の企業数に対す
る被災時の企業の割合（以下，生存率）を δiと表すと，
nur = λn, nus = (1 − λ)n, ndi = δin

u
i が成立する．以上

より，資本の撤退条件は，

Rdr =
µ

σ

(
ϕdrLr

ϕdrn
d
r + ψdnds

+
ψdLs

ψdndr + ϕdsn
d
s

)
−F dr

=
µ

σ

(
ϕdrLr

ϕdrδrλn+ ψdδs(1− λ)n

+
ψdLs

ψdδrλn+ ϕdsδs(1− λ)n

)
−F dr = 0 (23)

また，(23)式を，被災状態 dにおける交易自由度 ψdで
全微分すると，

dRdr
dψd

=
∂Rdr
∂ψd

+
∂Rdr
∂λ

· ∂λ
∂ψd

+
∂Rdr
∂δr

· ∂δr
∂ψd

= 0 (24)

∂δr
∂ψd

= −
∂Rd

r

∂ψd +
∂Rd

r

∂λ · ∂λ
∂ψd

∂Rd
r

∂δr

(25)

(4) 事前的均衡
a) 均衡条件
事前において，資本家は事後的に起こり得る 2つの
状態を完全に予見した上で，より高い収益をもたらす
地域に資本を投下する，すなわち，企業を立地させる．
このとき，資本家にとって地域 i(= r, s)に立地したと
きの期待資本レント E[Ri(λ)]は，λの関数として，次
のように表される．

E[Ri(λ)] = (1− θ)Rui (λ) + θRdi (λ) (26)

[危険地域，平常状態]

Rur =
µ

σ

1

n

(
ϕurLr

ϕurλ+ ψu(1− λ)
+

ψuLs
ψuλ+ ϕus (1− λ)

)
(27)

[危険地域，被災状態]

Rdr =
µ

σ

1

n

(
ϕdrLr

ϕdrδrλ+ ψdδs(1− λ)

+
ψdLs

ψdδrλ+ ϕdsδs(1− λ)

)
−F dr = 0 (28)

[安全地域，平常状態]

Rus =
µ

σ

1

n

(
ψuLr

ϕurλ+ ψu(1− λ)
+

ϕusLs
ψuλ+ ϕus (1− λ)

)
(29)

[安全地域，被災状態]

Rds =
µ

σ

1

n

(
ψdLr

ϕdrδrλ+ ψdδs(1− λ)

+
ϕdsLs

ψdδrλ+ ϕdsδs(1− λ)

)
(30)

事前における立地均衡状態を，いずれの企業も他企業
の立地選択を与件として選択した地域を変更する誘因
をもたない状態，すなわちNash均衡であると定義すれ
ば，安定的な立地均衡条件は次のように表される．

∆E[R(λ)] = E[Rr(λ)]− E[Rs(λ)] = 0

E[Rr(λ)] = E[Rs(λ)] = E[R(λ)] = E[R̃ξj(λ)] (31)

∂∆E[R(λ)]

∂λ
< 0 (32)

b) 交通インフラ減災投資の影響
交通インフラの減災投資をし，被災状態における地
域間輸送費用が変化した場合に，企業の集積率がどの
ように変化するかをみる．(31)式より，安定的な立地

5
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均衡条件は，

∆E[R(λ)] =(1− θ) ·Rur + θ ·Rdr
− (1− θ) ·Rus − θ ·Rds = 0 (33)

(33)式を，被災状態 dにおける地域間交易自由度 ψdに
関して全微分すると，

d∆E[R(λ)]

dψd
= (1− θ) ·

(
∂Rur
∂λ

− ∂Rus
∂λ

)
· ∂λ
∂ψd

−θ ·
(
∂Rds
∂ψd

+
∂Rds
∂λ

· ∂λ
∂ψd

+
∂Rds
∂δr

· ∂δr
∂ψd

)
= 0 (34)

(34)式に (25)式を代入し，地域 rの企業の生存率 δrを
用いずに表したのち， ∂λ

∂ψd
について整理すると，

∂λ

∂ψd
=

{
−θ ·

[(
∂Rds
∂δr

/
∂Rdr
∂δr

)
·∂R

d
r

∂ψd
− ∂Rds
∂ψd

]}
/{

(1− θ) ·
(
∂Rur
∂λ

− ∂Rus
∂λ

)
+ θ ·

[(
∂Rds
∂δr

/
∂Rdr
∂δr

)
·∂R

d
r

∂λ
− ∂Rds

∂λ

]}
(35)

均衡条件より，(35)式を計算すると，(35)式の分母は
必ず負になり，

δr >
ϕds

√
ϕdrLr − ψd

√
ϕdsLs

ϕdr
√
ϕdsLs − ψd

√
ϕdrLr

· 1− λ

λ
· δs (36)

のとき， (
∂Rds
∂δr

/
∂Rdr
∂δr

)
·∂R

d
r

∂ψd
− ∂Rds
∂ψd

> 0 (37)

を満たす．すなわち，(35)式の分子が負になる．
以上より，

δr > δr =
ϕds

√
ϕdrLr − ψd

√
ϕdsLs

ϕdr
√
ϕdsLs − ψd

√
ϕdrLr

· 1− λ

λ
· δs (38)

のとき， ∂λ

∂ψd
は正になる．被災時に安全地域 sの企業

は倒産しない (δs = 1)とすると，(38)式は，

δr > δr =
ϕds

√
ϕdrLr − ψd

√
ϕdsLs

ϕdr
√
ϕdsLs − ψd

√
ϕdrLr

· 1− λ

λ
(39)

となる．すなわち，(i)ある集積率 λのもとで，被災時
の生存率がある閾値 δr を上回る場合，都市間の交通イ
ンフラ投資（リダンダンシー投資）をしたにもかかわ
らず，産業立地構造の集積を促す．一方，(ii)産業集積
が加速して集積率 λが上がるにつれて，生存率の閾値
δr が低下する．すなわち，すでに危険地域への集積が
進んだ状況下において，都市間交通インフラの減災投
資によって，企業は倒産リスクが高まるにもかかわら
ず危険地域に引き寄せられ，その結果，集積が進展す
る可能性が示された．

(5) 数値計算による減災投資の影響分析
a) 数値計算の概要
本章では，3章で構築した 2地域一般均衡モデルを
用いて数値計算を行うことにより，被災による倒産企
業数や期待社会厚生の変化について分析を行う．数値
計算を行う条件の設定，数値計算を行う際のパラメー
タの設定について，以下に示す．特に断りがない限り，
パラメータの値はすべて同様の値をとるものとする．
この数値計算においては，ある一定の確率 θ で危険
地域 r を襲う災害を想定する．これにより，被災した
危険地域 r の企業は，生産施設の修繕などに要する追
加的な費用 F dr を支払わなければならない．また，交通
インフラの損壊に伴い，地域 r内の輸送費用として τdrr

が発生し，地域 r, s間の輸送費用は τu から τd に上昇
する．基本ケースの設定は以下の通りである．

表–1 基礎的パラメータ

効用パラメータ µ 3.0

差別化財の代替弾力性 σ 4.0

基準財の初期賦存量 A 5.0

地域 rの家計の数 Lr 1.5

地域 sの家計の数 Ls 1.0

可変費用 a 1

限界費用 c 1

地域 rの固定費用（平常状態） Fur 0

地域 sの固定費用 F ξs (ξ = u, d) 0

地域間輸送費用（平常状態） τu 1.6

この数値計算においては，集積現象が見られる地域
へ投資するケースを扱うため，あらかじめ危険地域 rへ
の集積の度合いが高い状態を仮定する．

表–2 災害に関するパラメータ

災害生起確率 θ 0.04

地域 rの固定費用（被災状態） F dr 4.0

地域 rの地域内輸送費用 τdrr 1.0

地域間輸送費用の上昇率 ζ 3.0

なお，災害生起確率について，年間の災害発生回数
が平均 θのポアソン分布に従うと仮定すれば，θ = 0.04

は今後 30年間に約 70％の確率で発生する災害リスク
に相当する．
b) 均衡立地構造の災害脆弱性
企業の集積率 λを外生的に与えたもとでの事後的均
衡の分析結果について述べる．図 1は，危険地域 rへの
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企業の集積率 λと被災状態における生存企業数の関係
を表す．図中の鎖線および赤実線はそれぞれ平常状態，
被災状態における地域 rの企業数 nur = λ, ndr = δrλを
表し，両者の差は災害生起による倒産する企業数を表
している．また，黒実線は被災状態における両地域の
総生存企業数 nd = ndr +nds = δrλ+(1−λ)を表す．こ
の図から，集積率が 0.05 ≤ λ ≤ 1.0の範囲において企
業の倒産が起こること，また，0.05 ≤ λ ≤ 0.9の範囲に
おいて λの増加に伴い地域 rの企業の生存率 δr が減少
し，生存企業数 ndも減少することがわかる．これは次
のように説明される．地域 r への企業の集積が進むに
つれて同地域内における競争が激しくなり，企業利潤，
すなわち資本家にとっての資本レントが減少する．ま
た，被災による生産施設や交通インフラの損壊は，地
域 r の企業の地域 sの企業に対する競争力を弱め，地
域 r の企業の利潤を押し下げる．そのため，集積率 λ

の増加に伴い，事業継続に要する追加的費用を捻出で
きずに倒産を余儀なくされる企業が増える．なお，地
域 rに多くの企業が集積している状況（0.9 < λ ≤ 1.0）
においては，地域間における企業間競争の影響が小さ
くなるため，被災時に倒産する企業は減少する．

0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

nd,	nru,	nrd

λ

r地域（平常状態） r地域（被災状態）

r地域+s地域（被災状態）

図–1 集積率 λと生存企業数 nd

図 2は，資本家にとっての両地域の期待資本レント
E[Ri(λ)]と，地域間の期待資本レント差∆E[R(λ)]を
描いたグラフである．r地域に企業が集積した状況 (λ >

0.5)に着目すれば，∆E[R(λ)] = 0を満たす均衡集積率
は λ∗ = 0.65であり，∂∆E[R(λ)]/∂λ < 0より，安定
的な均衡解であることがわかる．

-2 

-1 

0

1
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4

5

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

E[R(λ)] 

λ

ΔE(R) E(Rr) E(Rs) 

λ*=0.65

図–2 均衡集積率 λ∗

図 3 は，集積率 λ と，状態毎の社会的厚生水準
SW ξ

i (λ)の関係を示している．青線は平常状態におけ
る社会的厚生 SWuを，赤線は被災状態における社会的
厚生 SW dを表す．0.05 ≤ λ ≤ 1の範囲においては，λ
の上昇に伴って SW d が大きく減少することがわかる．
図 1および図 3より，災害リスク地域への産業集積が
進むほど，(i)被災時の生存企業数が減少し，(ii)災害
による経済的被害が増大すること，すなわち災害に対
する脆弱性が高まることが明らかとなった．

0

2

4

6

8
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16

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

SWξ(λ)

λ

平常状態(ξ=u) 被災状態(ξ=d) 

図–3 集積率 λと状態毎の社会厚生 SW ξ(λ)

図 4は，期待社会厚生 E[SW (λ)]を描いたグラフを
表す．E[SW (λ)] は上に凸であり，社会厚生を最大と
する集積率は λ∗∗ = 0.62である．均衡解および社会的
最適解における生存企業数は，それぞれ nd∗ = 0.570，
nd∗∗ = 0.547となっている．以上より，均衡解は社会
的最適解に比べて過剰集積であり，災害に対してより
脆弱であるといえる．
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図–4 期待社会厚生 E[SW (λ)]

c) 交通インフラ減災投資の影響
図 5は，集積率 λと，被災時の企業の生存率および

その閾値 δr, δ̄rの関係を示している．赤線は被災時の企
業の生存率 δr を，青線は被災時の企業の生存率の閾値
δ̄r を表す．均衡集積率 λ∗ = 0.65において，被災時の
企業の生存率が，その閾値を上回っている（δr > δ̄r）
ため，都市間の交通インフラ投資（リダンダンシー投
資）をしたにもかかわらず，産業立地構造の集積を促
す．また，産業集積が加速して集積率 λが上がるにつ
れて，生存率の閾値 δr が低下していることから，すで
に危険地域への集積が進んだ状況下において，都市間
交通インフラの減災投資によって，企業は倒産リスク
が高まるにもかかわらず危険地域に引き寄せられ，そ
の結果，集積が進展する．
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図–5 集積率 λと被災時の企業の生存率およびその閾値 δr, δ̄r

(6) 交通インフラ減災投資の便益評価
新貿易理論モデルでは，常に主体間での利害対立が

存在するため，パレート効率性基準を用いて異なる空
間構造について厚生比較を行うことはできない．そこ
で，本研究では，功利主義的な規範に基づいて厚生分

析を行うこととする．
状態 ξ における，ベンサム型の社会的厚生 (Social

Welfare)関数 SW (λ)は，以下のように表される．

SW ξ(λ) =
∑
i=r,s

{Li · V ξi (λ)} (40)

=
∑
i=r,s

{Li(Ṽ ξi (λ) + R̃ξi (λ))} (41)

期待社会的厚生関数 E[SW (λ)]は，災害生起確率 θを
用いて以下のように表される．

E[SW (λ)] =(1− θ)SWu(λ) + θSW d(λ) (42)

=(1− θ)(Lr · Ṽ ur + Lr · R̃ur
+ Ls · Ṽ us + Ls · R̃us )

+ θ(Lr · Ṽ dr + Lr · R̃dr
+ Ls · Ṽ ds + Ls · R̃ds)

=(1− θ)(Lr · Ṽ ur + Ls · Ṽ us )

+ θ(Lr · Ṽ dr + Ls · Ṽ ds ) + T̃R (43)

全家計の期待資本レント受取額 T̃Rは，以下のよう
に表される．

T̃R =θ(LrR̃
d
r + LsR̃

d
s)

+ (1− θ)(LrR̃
u
r + LsR̃

u
s ) (44)

=θ{Lr(ηRdr + (1− η)Rds)

+ Ls(ηR
d
r + (1− η)Rds)}

+ (1− θ){Lr(ηRur + (1− η)Rus )

+ Ls(ηR
u
r + (1− η)Rus )}　

=Lη{θRdr + (1− θ)Rur }

+ L(1− η){θRds + (1− θ)Rus } (45)

家計は同質であるから，均衡において η = λが成立し，
全家計の期待資本レント受取額 T̃Rは，全企業の期待
資本レント支払額 TRと一致する．

TR =Lλ{θRdr + (1− θ)Rur }

+ L(1− λ){θRds + (1− θ)Rus } (46)

いま，地域間の交通インフラに減災投資（リダンダン
シー投資）をし，被災状態 dにおける地域間の交通容
量 kdが，kWO，すなわち，交通インフラ投資をしてい
ない状態 (without)から，kW，すなわち，交通インフ
ラ投資をした状態 (with)に変化した状況を考える．被
災状態 dにおける地域間交通容量 kdの増加による社会
的厚生の変化は以下のように表される．

∆SW = ∆CST +∆CS∆m +∆BV +∆TR (47)

右辺の各項はそれぞれ，地域間輸送費用の減少による
消費者余剰 (Consumer’s Surplus；CS)の変化，競争促
進効果によるマークアップの低下による消費者余剰の
変化，差別化財のバラエティの増加による消費者余剰
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(Benefit of Variety)の変化，総資本レント (Total Rent)

の変化を表している．
地域 iで生産され地域 jで消費されるバラエティlの

輸送費込みの価格 pξij(l)を以下のように分類し直す．

pξij(l) = ∆mξ
ij + c+ tξ (48)

ただし，

∆mξ
ij =

τ ξ

σ − 1
c, tξ = (τ ξ − 1)c (49)

である．c は限界費用 (Marginal Cost；MC) である．
∆mξ

ijは，状態 ξにおいて地域 iで生産され地域 jで消費
される差別化財のマークアップ，tξは，状態 ξにおける差
別化財 1単位あたりの地域間輸送費用 (Transportation

Cost；TC)であり，これらは，状態 ξ における差別化
財の地域間の氷塊輸送費用 τ ξ の関数として表される．
状態 ξにおいて地域 iで生産され地域 jで消費される差
別化財の氷塊費用 τ ξ が下がると，マークアップ∆mξ

ij

も下がることから，競争促進効果の存在が確認できる．
地域間輸送費用の減少による消費者余剰の変化は，以

下のように表される．

∆CST = θ

∫ kWO

kW

(∫ nd
s

0

Lrm
d
sr(l)

dtd

dkd
dl

+

∫ nd
r

0

Lsm
d
rs(l)

dtd

dkd
dl

)
dkd (50)

競争促進効果によるマークアップの低下による消費
者余剰の変化は，以下のように表される．

∆CS∆m = θ

∫ kWO

kW

(∫ nd
s

0

Lrm
d
sr(l)

d∆md
sr

dkd
dl

+

∫ nd
r

0

Lsm
d
rs(l)

d∆md
rs

dkd
dl

)
dkd

(51)

差別化財のバラエティの増加による消費者余剰の変
化は，以下のように表される．

∆BV =

∫ kWO

kW

[
θ

{
Lr
∂Ṽ dr
∂P dr

(
∂P dr
∂λ

· dλ
dkd

+
∂P dr
∂δr

· dδr
dkd

)
+ Ls

∂Ṽ ds
∂P ds

(
∂P ds
∂λ

· dλ
dkd

+
∂P ds
∂δr

· dδr
dkd

)}
+ (1− θ)

{
Lr
∂Ṽ ur
∂Pur

· ∂P
u
r

∂λ
· dλ
dkd

+ Ls
∂Ṽ us
∂Pus

· ∂P
u
s

∂λ
· dλ
dkd

}]
dkd

(52)

上式では，被災時の企業の倒産率や平常時の企業の立
地選択変化の影響も「幅広い」便益として計上される．

総資本レントの変化は，以下のように表される．

∆TR =

∫ kWO

kW

(
∂TR

∂λ
· dλ
dkd

+
∂TR

∂td
· dt

d

dkd

+
∑
i=r,s

∑
j=s,r

∂TR

∂∆mij
· d∆mij

dkd

)
dkd

(53)

以上，次善経済における便益計測式である Har-

berger(1964)の公式を適用し，集積の経済化における
防災，減災施策の便益を整理した．ここで，伝統的な費
用便益分析において直接効果として計上するのは，(50)
式の地域間輸送費用の減少による消費者余剰の変化と，
(53)式の第 2項目の地域間輸送費用を介した総資本レ
ントの変化のみであることに注目されたい．価格体系に
歪みが存在する次善経済においては，直接効果以外の，
競争促進効果による消費者余剰の変化 (51)や，差別化
財のバラエティの増加による消費者余剰の変化 (52)，お
よび，集積率やマークアップを介した総資本レントの
変化 (53)についても，「幅広い」便益として計上する必
要がある．

4. おわりに

本研究では，被災による企業の撤退を明示的に考慮
した産業集積モデルを構築し，均衡における産業立地
構造の性質並びに交通インフラの減災施策が及ぼす影
響について分析を行った．分析により，(I)すでに危険
地域への集積が進んだ状況下において，都市間交通イ
ンフラの減災投資によって，企業は倒産リスクが高ま
るにもかかわらず危険地域に引き寄せられ，その結果，
集積が進展する可能性が示された．また，(II)次善経
済における便益計測式である Harberger(1964)の公式
を適用し，集積の経済下における防災・減災施策の便益
を整理した．伝統的な費用便益分析において直接効果
として計上していた，いわゆる 3便益のみならず，競
争促進効果によるマークアップの低下による消費者余
剰の変化や，差別化財のバラエティの増加による消費
者余剰の変化，および，集積率やマークアップを介し
た総資本レントの変化を，「幅広い」便益として計上で
きることを示した．
以下では，今後に残された課題について述べる．本
分析では，氷塊型輸送費用を仮定することにより輸送
部門を単純化して扱った．しかし，CES型効用関数と
氷塊型輸送費用の仮定の下では，差別化財のマークアッ
プが企業の立地分布に依存せずに一定となるという問
題が指摘されている1．立地分布の変化がもたらす競争
促進効果について詳しく把握するためには，Ottaviano

1 他にも，財の輸送費用が重量でなく価値に比例するという問題
が存在する
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et al. (2002)10) などの氷塊型費用を仮定しないモデル
を用いた分析も試みたい．被災によるサプライチェー
ンの寸断や連鎖倒産を表現するためには，中間財生産
を取り入れた垂直連関モデルを価格均衡モデルとして
用いて分析を行う必要がある．通常は，最終財が生産さ
れるまでに，さまざまな中間財の生産過程を経る．消費
者が財の多様性を好むのと同時に，企業も中間財の多
様性を好む．垂直連関モデルでは，資本ではなく，企業
が地域間を移動するため，中間財を需要する企業の移
動が前方連関効果をもたらす．災害時の企業の撤退機
構として，本研究では生産物市場における被災企業の
競争力低下によって撤退が生じるとしている．一方で，
Cole et al.3)の実証分析では，災害時における労働市場
の逼迫を通じた一種の共食い効果によって撤退が生じ
ることを明らかにしている．この点については，実証
分析の結果に沿うようにモデルを改善する必要がある．
本研究の分析は，静学的枠組みに留まっている．集積
の経済下における資産ストックの蓄積，被災による損
壊，および復旧，復興の過程を考慮できる動学的な枠
組みへの拡張も今後の課題である．
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